
◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 放課後子ども教室 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆
大田区は、区立小学校において、学童保育事業と放課後子ども教室事業

を一体として小学校における放課後児童の居場所づくり事業を平成２７年度

から実施します。学童保育事業は、就労等のため昼間保護者のいない家庭

の児童の安全と健全育成を図る保育事業です。放課後子ども教室は、全児

童を対象に、小学校の余裕教室等を活用して安全・安心な居場所を確保す

るとともに、多様な体験・活動を通じて自主性や社会性を育むことを目的

とした事業です。平成２７年度の開設は、学童保育事業と放課後子ども教室

事業を一体的に実施する１４校のほか、当面の間は放課後子ども教室を単独

で実施する９校です。平成２８年度以降も順次開設していきます。

利用の流れ

登校前

放課後

午後５時

利用する日は、必ず、保護者と
児童の間で「帰宅時間等」の約束
をしてください。約束のしるし
として利用カードを持たせてく
ださい。

●ランドセルを持って受付へ
●利用カードを提出して、
リストバンドをつけます。

●受付でリストバンドを返し
て、家に帰ります。

放課後子ども教室への
参加は事前登録が
必要です

今 号 の 主 な 内 容

１ 放課後子ども教室概要

放課後子ども教室

目 的
１ 放課後の児童の安全・安心な居場所を確保します。
２ 多様な体験・活動を通じ、児童の自主性や社会性を育みます。
３ 地域社会の中で、児童が健やかに成長できる環境づくりを推進します。

対 象 実施校に在籍する児童（１年～６年生）

場 所
教室等を活用して実施
（校庭、体育館、多目的室等）

実 施 日 時
一体型 （注１）

学校開校日（平日）放課後～１７時
学校休業日（夏休み等）９時～１７時

※１１月～２月は１６時３０分まで
※土、日、祝日、年末年始は実施しません
※単独型は学校休業日（夏休み等）は実施しません

単独型 （注２） 学校開校日（平日）放課後～１７時

開 始 日
一体型

平成２７年４月７日 ※新１年生は集団下校期間終了後から利用開始
※嶺町小は平成２７年１０月５日開始

単独型 平成２７年５月７日

事 業 内 容
児童が主体的に遊び・学ぶ場の提供
月１、２回プログラム（工作や昔遊び等）を実施

実施・運営
教育委員会が民間事業者に委託して実施します。（おおたっ子ひろばは直営）
※学校が行う教育活動ではありません。

事 前 登 録
一斉受付日を設けて登録受付を行います。その後も随時受付けます。
登録申込書は、学校を通して配布します。

（注１）一体型 学童保育と放課後子ども教室を一体的に実施 （注２）単独型 放課後子ども教室のみ実施

２ 平成２７年度実施校

実施形態 小学校名

一体型
中富・徳持・調布大塚・嶺町・洗足池・都南・
矢口東・道塚
＊梅田・＊松仙・＊羽田・＊萩中・＊西六郷＊新宿

単独型
大森第三・大森東・馬込第二・東調布第三・小池・
赤松・東糀谷・六郷・仲六郷

＊おおたっ子ひろばの施設内で実施する一体型の放課後子ども教室です。

家庭での約束

授業終了

受 付

退出受付

放課後子ども
教室へ参加

帰宅

問合先 ■放課後子ども教室に関する問合せは

大田区教育委員会事務局 教育総務課

ＴＥＬ ５７４４－１４５８ ＦＡＸ ５７４４－１５３５

■学童保育に関する問合せは

大田区こども家庭部 子育て支援課

ＴＥＬ ５７４４－１２７３ ＦＡＸ ５７４４－１５２５

■放課後子ども教室と学童保育の違い

放課後子ども教室 学童保育

申請等

利用条件 ー 保護者の就労等

手続き 申込�登録 申請�審査�決定
費用負担（材料
費除く）

ー あり

利用時間

学校開校日
（平日）

放課後～１７時
（１１～２月の間）
放課後～１６時３０分

放課後～１７時
（延長あり）

土曜 ー ８時３０分～

学校休業日
（夏休み等）

９時～
※単独型は実施しない

８時３０分～

受付 当日受付 出欠の確認

学校からの直接
利用

○ ○

一時帰宅後の利
用

ー ー

利用方法

利用中の中抜け ー ー

入・退室時間の
管理

ー ○（職員が管理）

おやつの提供 ー ○

担当 教育委員会 こども家庭部

第１２３号 １面 放課後子ども教室の実施

２面 平成２７年度教育予算のあらまし

３面 教育委員会の組織が変わります

４面 小学生駅伝大会・中学生「東京駅

伝」が開催されました

平成２７年（２０１５年）
４月１日発行



事業名の前に★印が表記されているものは、「おおた未来プラン１０年」「おおた教育振興プラン２０１４」に掲げる計画事業です。

問合先 教育総務課庶務係 ＴＥＬ ５７４４－１４２２ ＦＡＸ ５７４４－１５３５

平成２７年度 教育予算のあらまし

★国際理解教育の推進

９，３０６万円

現在、小学校第５学年

から中学校第３学年まで

を対象としている外国語

教育指導員の派遣を、小

学校第１学年までに拡充

し、全学年のコミュニケ

ーション能力の向上を図

ります。また平成２６年度

から実施している、外国

語教育指導員と英語でコミュニケーションをとる「英語カフェ」等で英

語に親しんだ児童が、区内の施設で１日疑似留学を体験する「イング

リッシュキャンプ」を開催します。２０２０年の東京オリンピック・パラリ

ンピックに向けて、国際都市おおたを担う大田の子どもを育成します。

★体力向上の推進 ５４５万円

「体力向上モデル校」を２校から１２校（小学校９、中学校３）に拡

充します。モデル校では、体育・健康教育の授業公開や体力調査結果

に基づく体力向上の取組について報告します。また保護者や地域の方

を対象に、体力向上の必要性等をテーマにした意見交換会等を実施し

ます。さらに小学校のモデル校には、第１、２学年の体育指導を補助

する体育指導補助員を派遣し、体育の授業を通した運動遊び等を充実

します。

★おおたサイエンススクールの授業公開等 ７８万円

平成２３年度から東京工業大学との連携のもと、最先端の科学技術や

ＩＣＴの活用について専門家のアドバイスを活かし、児童の科学技術

に対する関心・意欲の向上や知識・理解の定着を図ってきました。最

終年度となる平成２７年度は、理科教育研究推進校（おおたサイエンス

スクール）の授業公開や研究発表会を通して、研究の成果を区内の学

校に広く還元・普及します。

★ＩＣＴ活用推進校事業 ２，６３１万円

区立小・中学校において、電子黒板やタブレット端末などのＩＣＴ

機器を積極的に授業に活用することで、児童・生徒の学力の定着と学

ぶ意欲の喚起を目指します。平成２７年度は小・中学校から各１校をモデ

ル校に選定し、本格整備に向けたＩＣＴ活用の実践的研究を行います。

★特別支援教室（モデル校）の実施 １，７９４万円

「特別支援教室」は、拠点校に配置した教員がグループ内の学校を

巡回し、発達障がいの児童に指導を行う新たな特別支援教育の体制で

す。大田区では、東京都の特別支援教育の計画を受け、平成２８年度か

らの特別支援教室全小学校での実施に向けて、環境整備を進めます。

また、平成２７年度は、３グループ９校で特別支援教室のモデル事業

を実施し、本格実施に備えた研究を行います。

★適応指導教室学習指導講師の配置 １４０万円

適応指導教室に数学と英語に係る学習指導講師を配置し、通室する

生徒の学習時間に、よりきめ細かい指導補助を行うことで、履修遅れ

の回復と基礎学力の定着を図り、早期の在籍校復帰に繋げます。実施

にあたっては適応指導教室指導員と学習指導講師が緊密に相談・連携

し、一人ひとりに寄り添った指導を進めます。

○冊子（仮称）幼児教育実践プログラム」の作成・発行 １３万円

平成１７年度の設立から１０年の節目を迎える幼児教育センターで、こ

れまでに展開してきた事業の成果を冊子化し、区内外の幼児教育機関

・小学校に配布します。これにより幼児教育への理解や指導の工夫を

啓発するとともに、幼児教育カリキュラムとして、日常の保育、教育

を実践するうえで活用していただきます。

○子ども・子育て支援新制度への対応 １億７，９９０万円

幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上

を進めていくため、平成２７年４月から子ども・子育て支援新制度が施

行されることになりました。これに伴い、新制度に移行する私立幼稚

園に対し、従来の就園奨励費に代わる施設型給付の円滑な給付事務を

行うとともに、新制度に沿った支援を実施します。

★「小学校における放課後児童の居場所づくり事業」に基づく放課後子

ども教室事業の実施 ４億５７５万円（１面に特集記事があります。）

「放課後児童の居場所づくり事業」は、区立小学校において、学童

保育事業と放課後子ども教室事業を一体的に実施するものです。放課

後子ども教室は、当該小学校の児童に多様な体験・活動を通じて自主

性や社会性を育むことを目的としています。教育委員会はこども家庭

部と連携しながら、放課後子ども教室を各小学校で実施します。本事

業を通して、放課後における児童の安全・安心な居場所を確保します。

平成２７年度の教育関係の予算は、２０７億２，６１３万円です。一般会計予算に占める割合は、８．３％となり

ました。

大田区は平成２７年４月１日付けの組織改正により、文化・スポーツ等に係る事業を教育委員会から区

長部局に移管しました（３面に特集記事があります。）。教育委員会は、新たな執行体制のもと、これ

まで以上に区長部局と連携・協力し、「おおた未来プラン１０年」及び「おおた教育振興プラン２０１４」に

掲げた教育目標の実現に向けて、施策・事業に着実に取り組みます。

★計画的な小中学校校舎改築

１８億７，３９５万円

施設の老朽化等に対応す

るため、計画的に校舎を改

築します。平成２７年度から

年２校着手します。

（１）嶺町小学校の改築

９，１７３万円

外構及び整地工事を行い

ます。

（２）東六郷小学校の改築

６億３，１１４万円

校舎改築工事に着手します。

（３）志茂田小学校・志茂田中学校の改築 １１億９９５万円

隣接した小・中学校を一体的に改築することにより、教育環境を充

実するとともに経費の削減を図ります。平成２７年度は志茂田小・中学

校の仮設校舎の借上げ及び志茂田中学校の校舎改築工事に着手しま

す。

（４）大森第四小学校の改築 ３，２３４万円

基本計画及び基本設計を行います。

（５）入新井第一小学校の改築 ４４０万円

基本構想及び基本計画の策定を行います。

（６）大森第七中学校の改築 ４４０万円

基本構想及び基本計画の策定を行います。

★伊豆高原学園の管理運営 ８，５９１万円

平成２７年４月、新しい伊豆高原学園が開園します。小学校第５学年

の移動教室の実施施設として利用するほか、学校が使用していない期

間（金・土・日曜、ゴールデンウィーク、夏休み期間、年末年始、１

月から４月中旬など）は、区民の方も利用できる宿泊施設として活用

します。新しい学園は、ＰＦＩ事業方式により民間事業者が運営しま

す。

★図書館への公衆無線ＬＡＮアクセスポイントの設置 １０７万円

平成２６年４月までに、全ての図書館にインターネットパソコンを設

置しました。平成２７年度は、全館に公衆無線ＬＡＮのアクセスポイン

トを設置し、学習環境のさらなる向上を図ります。

★図書館の改修・改築 ２億７，４８１万円

老朽化が進んだ図書館について、建物の改築・改修を進めています。

平成２７年度は、六郷図書館の改築に伴う仮設施設の改修を行います。

また下丸子図書館の耐震補強等改修工事等を実施します。

○小学校通学路防犯設備整備事業 ２，９０１万円

平成２６年度からの５年間で、区内の全小学校の通学路に防犯カメラ

を設置します。学校や地域が実施する通学路の見守り活動を補完し、

より安全な防犯体制の確保に努めます。平成２７年度は、１５校の通学路

にカメラを設置します。

～学校教育の充実～

～教育施設・環境の整備～

▲道塚小学校 英語教室の様子

▲嶺町小学校の体育館改修工事の様子

� 第１２３号 平成２７年（２０１５年）４月１日おおたの教育
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平成２６年度大田区教育委員会

「教育実践功労者」表彰

東調布第一小学校 主幹教諭 町 岳

仲六郷小学校 主任教諭 地濃 厚子

田園調布中学校 主任教諭 高倉めぐみ

《新しい組織図》

教育総務部

この賞は子どもたちや地域保護者の
方々、そして何よりも同じ職場で働く
仲間に恵まれたおかげと感謝していま
す。全ての人から学ぶことが多い毎日
です。

研究発表を通して、『チーム仲六』
となって学べたことに大変感謝してい
ます。これからも特別活動の「なすこ
とによって学ぶ」精神を忘れず、子ど
も達の笑顔があふれる学級、学校づく
りに精進したいと思います。

栄えある賞を頂き恐縮しておりま
す。生徒や同僚の方々から学ぶことが
多い日々です。受賞に感謝し、気を引
きしめて努力を継続していきたいと存
じます。

算数少人数指導の担当として、算数指
導の基本を若手教員に授業公開を通して
示し、学校全体のレベルアップを図った。
区教研では、事前研修会などを積極的に
行い、教育的手法を使った授業の進め方
を部員に指導した。研究発表会での運営
プランの立案や若手教員への指導助言な
ど学校の円滑な運営に貢献した。

平成２３～２６年度の４年間同校の研究主
任を務め、研究推進校としての二年間で
は研究リーダーとして同校の目標達成に
貢献した。長年に渡り、国語科を自分の
専門領域として、研鑽を積み重ね、各種
研究会や委員会において、指導的な役割
を果たし、東京都や大田区の教育に貢献
した。

学年主任として、若手教員を支えリー
ダーシップを十二分に発揮した。生徒や
保護者の心情に寄り添いながら誠実に保
護者対応、生徒指導に当たった。指示さ
れた事案に対して資料の準備、学年教員
への指示、進行状況の管理などの対応が
素早く、状況に応じた的確な判断を行う
主任教諭の模範として貢献した。

教育委員会の組織が
変わります

～～受受賞賞者者のの紹紹介介～～

※教育地域力・スポーツ推進担当部長、及び社会教育課は廃止
生涯学習及び青少年健全育成事務 ⇒ 地域力推進部へ
文化及びスポーツ推進事務 ⇒ 観光・国際都市部へ
障害児の健全育成事務 ⇒ 障がい者総合サポートセンターへ

教育センター

幼児教育センター

教育総務課

学務課

指導課

学校職員担当課長

大田図書館

経営計画担当係長、教育地域力推進担当係長、
施設担当係長、私学行政担当係長、庶務係

特別支援教育担当係長、就学相談担当係長、
学務計画担当係長、学校運営係、学事係
保健給食係、（野辺山学園管理事務所）所長

指導主事、学校職員担当係長、管理係、教職員係

教育相談担当係長

幼児教育担当係長

図書館担当係長、文化財担当係長

大田区基本構想で掲げる将来像「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際都市 おおた」の実現に向

けて、スポーツ・文化事務等を関連する事務とあわせて一元的に管理、執行することにより、効果的、効率的に施

策を推進することを目的とし、これまで教育委員会が所管してきたスポーツ・文化事務等については、区長の職務

権限として事務を管理、執行することとなりました。

これにより教育委員会は、平成２７年４月１日より下記の執行体制のもと、教育目標の実現に向けて、これまで以

上に区長部局と連携・協力し、大田区の教育の充実をめざしてまいります。

田園調布小学校 栄養教諭 吉田智恵子

大森第六中学校 主幹教諭 五十嵐 文

ユネスコスクールに加盟して４年。
初めは手探り状態でしたが、教職員が
みんなで防災や環境、国際理解教育に
取り組んできました。その成果を認め
ていただき感謝しています。

平成２３年度より栄養教諭として子供
たちの笑顔と保護者の方々、教職員の
励ましに支えられ食育の推進を図って
きました。多くの方々のおかげです。
ありがとうございました。

主幹教諭として、国際理解教育の推進、
防災教育の充実、平和教育、環境教育等
の学校の事業に率先して取り組み貢献し
た。また、学校支援地域本部を担当し、
地域・保護者等との連絡調整にその手腕
を発揮した。

栄養教諭として、管理職及び委託会社
調理スタッフ等との円滑な連携に努め、
安心・安全・美味しい給食を継続して提
供した。全学級で担任と協働し食育授業
を展開する等食育を推進した。また、各
校の食育リーダー等の育成・支援に貢献
した。

教育委員会では、区の教育の発展に貢献し、その功績が顕著で優れた教育実践を行った教

員を「教育実践功労者」としてその功績をたたえ毎年表彰しています。平成２６年度は、９名

の方が受賞されました。今後も大田区の教育のためにご尽力いただき、子どもたちの健やか

な成長を支えていただきたいと願っています。

受賞者のコメント（上段）・表彰理由（下段）を紹介します。

問合先 教育総務課経営計画担当 ＴＥＬ ５７４４－１４２３ ＦＡＸ ５７４４－１５３５

◆スポーツ・文化事務等の移管に伴い、「教育地域力・スポーツ推進担当部

長」及び「社会教育課」を廃止し、地域力の活用による学校支援事務を「教

育総務部長」及び「教育総務課長」が一元的に管理、執行する体制を整備

しました。

◆社会教育課から教育総務課に移管する、地域力推進、学校施設の活用及び

開放等に関する事務、及び新たに取り組む「放課後児童の居場所づくり事

業」の担当事務を分掌するため、教育総務課に「教育地域力推進担当係長」

を新設しました。

◆学務課では、伊豆高原学園の整備事務が終了することに伴い、「校外施設

整備担当係長」を廃止、また、伊豆高原学園の指定管理者制度導入に伴い、

「（伊豆高原学園管理事務所）所長」を廃止しました。

◆「（郷土博物館）館長」及び「（郷土博物館）文化財・学芸担当係長」は、

文化財の保護に関する事務を除く事務を「観光・国際都市部」に移管する

ことに伴い、廃止しました。

文化財の保護に関する事務は、「大田図書館長」が分掌するため、大田

図書館に「文化財担当係長」を新設しました。

雪谷小学校 主任教諭 湯浅 光子

出雲中学校 主幹教諭 植木 清

子どもたちには、「自分がされてう
れしいことをしよう。」と指導・支援
を続けています。また、毎日元気に過
ごせること、家族や職場、周りの方た
ちの支えに感謝しています。

大田区在勤中の様々な活動につい
て、評価していただいたことに感謝し
ております。今後も、若手教員の育成、
ＩＣＴ教育の推進等の教育課題に力を
注いでいきたいです。

学校生活をおくることが困難な児童に
対し、愛情に満ちた生活指導を行い、３
年生から５年生まで安定した生活を送ら
せた。また、地域やＰＴＡ活動に積極的
に参加し、児童、保護者、地域関係者か
ら絶大な信頼を得た。

主幹教諭として、他の教員の模範とな
る行動を示し、組織力向上に努め、同校
の「ＯＪＴ推進指定モデル校」において
は、進路指導主任として「ＯＪＴの活用」
研究で中心的役割を果した。また、区教
研情報教育部員として、「ＩＣＴ機器の
活用」の研究を進め、研究授業を主体的
に行い、区のＩＣＴ機器活用に貢献した。

【主な改正点】

受賞者の方々
写真
前列左から：町主幹教諭、吉田栄養教諭、
湯浅主任教諭、佐々木主幹教諭、
地濃主任教諭
後列左から：大橋主任教諭、高倉主任教諭、
五十嵐主幹教諭、植木主幹教諭

問合先 教育総務課庶務係

ＴＥＬ ５７４４－１４２２

ＦＡＸ ５７４４－１５３５

羽田小学校 主幹教諭 佐々木順子

矢口小学校 主任教諭 大橋ひろ美

校長先生を始め、いつもご指導・ご
協力を賜ります皆様に改めて心から感
謝申し上げます。これからも初心を忘
れず、自分ができることに全力を尽く
して参ります。今後ともよろしくお願
いいたします。

人と繋がる楽しさが体感できるよう
な場を作りたいと実践を続けてきまし
た。このような賞をいただき、素敵な
出会いと支えてくださったすべての方
々に心から感謝します。

東京都人権尊重教育研究推進校の研究
発表を実施した際、研究主任として活躍
し、同人の実践授業が東京都の人権教育
プログラムに掲載されることになった。
専門の算数科では区教研算数部の中心と
なり、今年度、区の授業改善リーダーと
して授業を行い、学力の向上に貢献し
た。

学校長の意を受け、家庭科専科の他に、
５・６年生の外国語指導、１年生の算数
科と多岐に渡る授業を担当し、貢献した。
学校支援地域本部「フレンドリ一矢口」
の学習支援ボランティアを組織し、児童
が興味をもち、意欲的に活動できるよう
な指導体制づくりに取り組んだ。

平成２７年（２０１５年）４月１日 第１２３号 �おおたの教育



《認定基準所得金額の目安》

世帯人数 ２人 ３人 ４人 ５人

認定基準所得 ２７７万円 ３４５万円 ３７８万円 ４６５万円

※あくまでも目安です。家族の年齢構成等によって異なります。

○給食費（国立・都立・私立学校は除く） ○学用品費
○新入学用品費（４月申請者のみ）
○体育実技費（購入者のみ）
○通学費（特別支援学級（固定）通学者のみ）

○校外授業費 ○移動教室参加費（参加者のみ）
○修学旅行参加費（参加者のみ）
○クラブ活動費（小学校４～６年生のみ）
○卒業アルバム費（購入者のみ） ○医療費（対象疾病のみ）

第３回小学生駅伝大会・第６回中学生「東京駅伝」
大会が開催されました

平成２６年１２月２６日（金）、大

田スタジアム特設コースにお

いて、第３回小学生駅伝大会

が開催されました。区立小学

校５９校から５・６年生の代表

児童約９５０名が参加して、各

校の襷をつなぎ、日頃の体力

向上への取組の成果を発揮し

ていました。

大田スタジアムの観客席からは、３，５００人を超える保護者や地域の方々

からの熱い声援が響き渡り、大会を盛り上げていました。持っている力を

全て出し切って走る児童の真剣な姿が、多くの人に感動を与えていました。

午前の部の優勝は池雪小学校、午後の部の優勝は田園調布小学校でした。

中学校では、平成２７年２月８日（日）に東京都の区市町村対抗による第６

回中学生「東京駅伝」大会があり、大田区の選抜チームで参加しました。

結果は女子の部８位、男子の部１５位、総合の部８位でした。

第１回の小学生駅伝大会を経験した選手が出場するなど、小中一貫した

体力向上の成果が見られました。

問合先 指導課指導主事 TEL ５７４４－１４３５ FAX ５７４４－１６６５

平成２７年４月１日からの区立図書館の
指定管理者の指定について

大田図書館を除く地域館１５館は、平成１９年４月１日から指定管理者

制度を導入しています。平成２２年４月１日から開始した２期目の指定

期間が平成２７年３月３１日で終了したため、下表の事業者を新たに指定

管理者として指定しました。指定期間は、平成２７年４月１日から平成

３２年３月３１日までの５年間です。なお、蒲田駅前図書館につきまして

は、利用者サービスの向上を図るため、利用時間を延長し、午後８時

まで開館いたします。

これからも、利用者サービスの一層の向上に指定管理者とともに取

り組んでまいります。

教育委員会の主な議題

□平成２６年第１２回定例会
�大田区スポーツ推進審議会条例の一部を改正する条例 ほか６件
□平成２７年第１回定例会
�大田区付属機関の構成員の報酬の額に関する規則の一部を改正する規則

ほか１件
□平成２７年第２回定例会
�大田区立教育センター条例施行規則の一部を改正する規則 ほか８件
□平成２７年第１回臨時会
�大田区立中萩中小学校指定校変更不許可決定に係る異議申立ての決定に
ついて ほか３件

教育委員会定例会の開催予定日

□日時 平成２７年４月２２日（水）午後３時から
平成２７年５月１２日（火）午後２時から
平成２７年６月２４日（水）午後２時から

□場所 本庁舎６階教育委員会室

問合先 大田図書館 TEL ３７５８－３４７１ FAX ３７５８－３６２５

特特別別支支援援学学級級等等ののささららななるる拡拡充充にに取取りり組組みみまますす

区では、障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な

取り組みを支援するという視点に立ち、児童生徒一人ひとりの教育的

ニーズを把握し、それに対応した適切な指導や支援を行うために、特

別支援教育を推進しています。

●小学校９校で特別支援教室モデル事業を実施します。

担当教員が各校を巡回し、発達障がい等の児童の指導・相談を行う

「特別支援教室」が平成２８年度より小学校全校で実施される予定です。

大田区ではこれに先立ち、４月から９校でモデル事業を実施します。

○モデル校 大森第四・中富・大森第一・田園調布・調布大塚・雪谷

・矢口・矢口西・多摩川小学校

●小・中学校合わせて４校に特別支援学級を新設します。

特別な支援が必要な児童・生徒が増加傾向にあることから、４月か

ら特別支援学級を４校に新設します。

就学の相談は、随時受け付けています。教育センター就学相談（TEL

５７４８－１２０２）へ、お気軽にお問い合わせください。

今後も、一人ひとりの児童・生徒に対して、きめ細かな指導を実施

し、安心して学べる環境の整備に取り組みます。

○新設校 知的障害学級（固定学級） 洗足池小学校・大森東中学校

言語障害学級（通級） 東調布第三小学校

情緒障害等学級（通級） 大森第十中学校

問合先 学務課特別支援教育担当

TEL ５７４４－１４４０ FAX ５７４４－１５３６

給食費や学用品購入費の一部を援助します（就学援助）

対象

小・中学生のお子さんの保護者で、大田区にお住まいの方のうち、

下記のいずれかに該当する方。

�生活保護を受けている（要保護認定者）
�同一生計を営む世帯全員の平成２６年中の合計所得金額が認定基準所
得金額に満たない（準要保護認定者）

援助内容

�認定された場合は、下表の内容が受けられます。ただし、認定区分
・学年及び申請月によって費目や支給額は異なります。

�要保護認定者（生活保護受給者）について、網掛け部分は生活保護
費から支給されるため就学援助での支給はありません。

�就学援助は、認定された方に就学援助費を支給するものであり、給
食費や教材費等の学校納付金が免除されるものではありません。

申請方法

４月上旬に学校から配布する「平成２７年度就学援助受給希望調査書

（申請書）」を期日までに学校へ提出してください。なお、大田区以

外の区市町村立及び国立・都立・私立小中学校に通っている場合は、

下記までお問い合わせください。

問合先 教育総務課庶務係 TEL ５７４４－１４２２ FAX ５７４４－１５３５

問合先 学務課学事係 TEL ５７４４－１４２９ FAX ５７４４－１５３６

（指定管理者一覧）

図書館名 指 定 管 理 者 名

１ 大 森 南 テルウェル東日本株式会社

２ 大 森 東 株式会社有隣堂

３ 大 森 西 テルウェル東日本株式会社

４ 入 新 井 株式会社ブックチェーン

５ 馬 込 株式会社図書館流通センター

６ 池 上
共同事業体 ＪＣＳ／ＮＰＴグループ
（日本コンベンションサービス株式会社・野村不
動産パートナーズ株式会社）

７ 久 が 原
共同事業体 ＪＣＳ／ＮＰＴグループ
（日本コンベンションサービス株式会社・野村不
動産パートナーズ株式会社）

８ 洗 足 池 株式会社図書館流通センター

９ 浜 竹 テルウェル東日本株式会社

１０ 羽 田 テルウェル東日本株式会社

１１ 六 郷 テルウェル東日本株式会社

１２ 下 丸 子 株式会社ヴィアックス

１３ 多 摩 川 株式会社図書館流通センター

１４ 蒲 田
共同事業体 ＪＣＳ／ＮＰＴグループ
（日本コンベンションサービス株式会社・野村不
動産パートナーズ株式会社）

１５ 蒲田駅前 株式会社図書館流通センター

※予定が変更になる場
合もあります。傍聴を
希望される方は、あら
かじめ下記までご確認
ください。
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